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●特定家畜伝染病対策(迅速・的確な家畜防疫及び畜産物流通体制の整備) [幹事県 大分県] 

[目的] 

口蹄疫や高病原性鳥インフルエンザなど、伝播力の著しく強い家畜伝染病の発生に対し、県境を越えた

迅速・的確な防疫対策の確立を図る。 

 

[取組内容] 

(1)防疫対策(情報の綿密な共有化、発生を想定した家畜防疫員及び防疫作業員の協力体制確立、消毒ポイン

トの機能的な設置) 

(2)肉豚流通対策(口蹄疫の発生により搬出制限区域内の食肉市場が閉鎖されて当該市場に出荷できなくなる

制限区域外の養豚農家の肉豚について、九州全体の食肉市場で出荷先を調整、受入できる体制を検討) 

[主な取組状況(知事会議での報告状況等)] 

○平成22年10月 第136回九州地方知事会議 

・大分県が「あり方研」へ提案、政策連合による取組開始を決定 

○平成22年12月 九州ブロック家畜衛生主任者会議 

・①情報の綿密な共有化、②消毒ポイントの機能的な設置・運営、③発生を想定した家畜防疫員及び防疫

作業員の協力体制の確立、④畜産物流通体制の整備について具体的なルールを策定 

○平成23年1～3月 宮崎県・鹿児島県・大分県で高病原性鳥インフルエンザが発生 

・九州ブロック家畜衛生主任者会議で策定したルールに従い、確定診断前の連絡や効率的な消毒ポイント

の設置等、迅速・的確な防疫対策を実施 

○平成23年6月 第137回九州地方知事会議 

 ・取組状況を報告 

○平成24年2月17日 「九州・沖縄・山口家畜防疫連携会議」設置 

・九州ブロック家畜衛生主任者会議で策定したルールを明文化した「九州・沖縄・山口9県における家畜

防疫対策連携に関する申合せ」を締結 

[内容]①平常時における情報提供、②発生時の情報の共有化、③県境における消毒ポイント設置、 

④家畜防疫員、防疫作業員等の協力、⑤畜産物流通体制の整備 

○平成25年10月～ 九州全県で豚流行性下痢が発生 

・九州ブロック家畜衛生主任者会議でと畜場での消毒対策等を協議するとともに平成26年4月に国へ対策の

充実を提言（疾病の予防・まん延防止、ワクチンの安定供給、発生農家の経営安定対策の充実等） 

○平成26年4月 熊本県で高病原性鳥インフルエンザが発生 

・確定診断前の連絡や効率的な消毒ポイントの設置等を実施 

○平成26年4月14日 豚流行性下痢の発生に際し、国へ対策の充実を提言 

○平成26年6月 第143回九州地方知事会議 

 ・取組状況を報告(熊本県で発生した高病原性鳥インフルエンザに係る対応状況、豚流行性下痢に際して

行った国への提言等) 

〇平成26年12月～平成27年1月 宮崎県、山口県、佐賀県で高病原性鳥インフルエンザが発生 

 ・確定診断前の連絡や効率的な消毒ポイントの設置等、迅速・的確な防疫対策を実施 

〇平成28年12月～平成29年2月 宮崎県、熊本県、佐賀県で高病原性鳥インフルエンザが発生 

 ・確定診断前の連絡や効率的な消毒ポイントの設置等、迅速・的確な防疫対策を実施 

〇平成30年1月～2月 香川県での高病原性鳥インフルエンザ発生を受け、佐賀県、熊本県、大分県、宮崎県 

 鹿児島県、山口県が、養鶏農場に対して緊急消毒を実施 

○令和2年1月～ 沖縄県で豚熱（ＣＳＦ）が発生 

・九州各県から多数の家畜防疫員の派遣や資材の提供が行われ、防疫対策を実施 

○令和2年2月 「九州・沖縄・山口9県における家畜防疫対策連携に関する申合せ」を一部改正 

○令和2年11月～令和3年3月 福岡県、宮崎県、大分県、鹿児島県で高病原性鳥インフルエンザが発生 

 ・各症例とも防疫連携協定に基づく通報が行われるなど、迅速な防疫対応を実施 

○令和3年11月～令和4年5月 鹿児島県、熊本県で高病原性鳥インフルエンザが発生 

 ・各症例とも防疫連携協定に基づく通報が行われ、迅速な防疫対応を実施 

○令和4年10月～令和5年2月 福岡県、佐賀県、長崎県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県で高病原性鳥
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インフルエンザが発生 

○令和5年8月、佐賀県の養豚場で豚熱が発生(2例) 

 ・九州各県が豚熱ワクチン接種推奨地域に指定され、令和5年9月からワクチン接種を開始 

○令和5年11月～令和6年2月 佐賀県(1例)、鹿児島県(2例)で高病原性鳥インフルエンザが発生 

・各症例とも防疫連携協定に基づく通報が行われ、迅速な防疫対応を実施 

 

[成果] 

(1)防疫対策 

①「九州・沖縄・山口9県における家畜防疫対策連携に関する申合せ」により防疫対策に係る具体的なル

ールを明文化 

②高病原性鳥インフルエンザ発生時に迅速・的確な防疫対策を実施 

・平成23年1～3月 宮崎県・鹿児島県・大分県 

・平成26年4月   熊本県 

・平成26年12月～平成27年1月 宮崎県、山口県、佐賀県 

・平成28年12月～平成29年2月 宮崎県、熊本県、佐賀県 

・令和2年11月～令和3年3月 福岡県、宮崎県、大分県、鹿児島県 

・令和3年11月～令和4年5月 鹿児島県、熊本県 

・令和4年10月～令和5年2月 福岡県、佐賀県、長崎県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県 

・令和5年11月～令和6年2月 佐賀県、鹿児島県 

 ③豚熱（ＣＳＦ）発生時に各県も協力して、迅速・的確な防疫対策を実施 

  ・令和 2年 1～3月 沖縄県 

  ・令和 5年 8月   佐賀県 

    佐賀県での豚熱発生に伴いワクチン接種を開始。農林水産省が、一時的にワクチン確保の面で調整 

    肉豚をワクチン接種地域から未接種地域に出荷する際に、各県で連携し、と畜場で円滑に受入 

④豚流行性下痢の発生に際し、国へ対策の充実を提言(消費・安全対策交付金の拡充・追加配分、ワクチ

ンの安定供給体制構築、国が畜産農家の経営安定に関し金融機関等へ償還猶予等の配慮を求める旨を通

知) 

 (2)肉豚流通対策 

①豚流行性下痢の発生に際し、関係県間で情報交換を実施 

  ・令和3年2月 鹿児島県、宮崎県 

 ②豚熱ワクチン接種開始に伴い、肉豚をワクチン接種県から未接種県のと畜場に出荷する際、各県で連携 

し、円滑に受入 

  ・令和5年9月 熊本県、宮崎県、鹿児島県 

 

[課題] 

県境防疫会議や合同防疫演習を通じた申合せ事項の検証が必要 

 

[今後の取組] 

九州ブロック家畜衛生主任者会議や九州・沖縄・山口防疫連携会議、県境防疫会議を通じた防疫連携体

制の確認及び運用ルールの周知徹底を図るとともに、国における特定家畜伝染病防疫指針の3年毎の再検

討・変更に合わせ、適宜ルールの見直しを実施 


